<ARTICLE>National Economy and Agriculture by 沢田 幸治 & Sawada Koji
79
<論 説 〉
国民経済と農業
一効率=価 値基準編成の前提 について一
沢 田 幸 治
今 日の長期 にわた る経済困難=「 不況」 はなにに由来す るのか,そ の解 明は
経済学 に課せ られた最重要の課題であ ろうが,そ れについてわれわれ は,1960
年代半 ば ごろ(昭 和40年 ごろ)に …一応の確 立 をみた戦後型 再生産の 困難=解
体現象 とみ ることがで きる と考 える。 したが って,現 在の時期 は 日本資本 主義
の転換期 とみなすべ きであろ う。 この点について ここで簡 単にふれれば}次 の
とお りである。*1
周知の よ うに,戦 後 日本資本主義 は,「冷戦」 とい う条件 ドで1部 門e重 化
学工業を発展 させ た。(この重化学 工業 の発展 過程 が,い わゆる高度経 済成 長
期 であ った)。そ して,発 展 をみた1部 門=重 化学 工業の生産物輸 出を …重要
契機 とす る再生産のパ ター ンを1960年代半 ばごろに確立 させ た。以降 この パ
ター ンは,基 本的 には,1980年代半 ば まで継続 した。 しか し}1980年代 半 ば
には・ このパ タ.__.ンは継 続困難 となった,1985年の プラザ 合意 は,そ の こ と
を表現す る出来ご とと考えることがで きよう。 この ように とらえるな ら,バ ブ
ルの…時期 と90年代 の不況 は,大 き くみ れば戦後型再生産 の継続 困難 慧崩壊
現象 とみるこ とがで きよう。*.,V
では,な にゆえ,こ のパ ター ンは困難 に遭遇す るに至 ったの であ ろうか。そ
れは,さ しあた り,二 つの点 に求め られ るであろ う。その一つ は,日 本産業の
競争力が,「限度」 を超 えて,強 くな り過 ぎた とい うことに求 め られるであろ
う。 もともと,戦 後重化学工業の発展 は,日 本資本主義の 「必要性」 とアメリ
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力資 本 主義 の 「必要性」 内外二 重の必要性=必 至性 に基 づ くもので
あったとすれ ば,そ の重化学1二業が,許 され る 「限度」 を超 えて発展 した時,
つ ま り,ア メリカ資本主義 に対 して大 きな打撃 を与 えるまでに強 くなった時,
もはや,そ れ以 ヒの発展 を許 されな くなった として も当然だろ うか らである。
そ して,い ま一つ はTこ の重化学1二業の創出 と発展 を条件づけた環境が変化 し
た とい う点 に求め られ るであろ う。す なわち,こ の戦後 重化学 工業 と戦後 日本
資本 主義の 「発展」 は,「冷戦」 〔米一 ソ(中)対 、勾 とい う第二次 大戦後の世
界環境 の ドで,そ れ に条件づ け られてあ りえた こ とであ った とすれ ば・1980
年代 半ばにお ける米 ・ソ対 立解消 〔ソ連,ゴ ルバチ ョフ,新 思考路線〕(さ ら
に80年 代末か ら90年代 初頭 にかけての ソ連,東 ヨー ロッパ社 会主義の崩壊)
は,日 本資本主義の発展=存 続の条件の 喪失 を意味す るもの とならざるをえな
いか らであ る。*3こう して,わ れ われ は,1980年代 半ば(以 降)に,戦 後型
再生産のパ ター ンは,困 難 に遭遇 し,こ れ までの ような形での展開 は不 可能に
なった と考 えるわけである。 この戦後型再生産の崩壊過程 は,同 時 に新 たなパ
ター ンの確立へ むか う過程 とい うことになろ う。で は,そ れ はどの ような形で
あ りうるだろ うか。客観的には二様の方向があ りえ よう。 その 一つ は,こ れ ま
でのパ ター ンの踏襲=再 建 ・強化 とい う方向で ある。IT革命の遂 行や リス ト
ラ,い わゆるベ ンチ ャーな ど新たな産業の創 出 ・育成な ど1国 際競争力の強化
をめ ざすのが,そ れであ る。 これ に対 して,今 一つの方向は,農 業や消 費財産
業 の再建 ・発展 をも追求 してい くような方向である。 この方向の場合,1部 門
は,こ れ ら産業 との有機 的 な(応 答的 な)連 関 を もって展 開す る ことになろ
う。むろん,こ の 方向は,個 完結的 な再生産 を展望す るもので はなか ろう。
その ような ことはアナ クロニズ ムで あ り不 可能事 で あろ うか らであ る。 む し
ろ,こ の方向は,か つて戦後の 一一時期 に展開 ・追求 され,そ の後放棄 された経
済発展の仕方 に 半世紀 を経て 連 なるものであ るとも考え られよう。 な
ぜ な ら,い わゆる戦後民主変革期 において,経 済 の分野 において も,戦 前 日本
資本主義の矛盾の解決の ヒに立った経済建設が追求 された といえようが,そ し
て,そ れ は,そ の 後,十 分 な展 開 をみ るこ とな く,冷 戦 と高度経 済成長 の中
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で,中 断 されて しまったが,.;世紀 を経 て,戦 後型再生産のパ ター ンの崩壊の
下で,新 た な生産力 と環境 の下で,そ れに連 なる方向が追求 され ようとして い
ると考え られるか らである。
ところで・この ような方向 を追求す るにあたって必要 なことの ・つ は,i」に
もふれた所 であ るが農 業を国民経済 再生産一一 の有力 な 環 として位置づ
けることであろ う。 この観点 に立てば国民生活 に不 可欠の生産物である食糧の
生産=提 供 にたず さわる産業(農 業)を その有機的 な構 成部分 と して位 置づけ
ることな しに,国 民生活 を保障する ような経済のあ り方を展望す るこ とはで き
ない と考え られ るか らで あ るnし か しf逆 に,農 産物 を国内 で必 ず しも 「自
給」す る必 要が ない とい う観点 にたてば,こ うした国民経 済のあ り方を展望す
ることは不 ロf能となろう したがって,そ の場合,わ れわれがい う戦後型再
生産のパ ター ンの再建 ・強化 とい う方向で,国 民経済 をたて直すべ きだ とい う
ことになろ う。 まことに,農 業を どの ように とらえるか は,国 民経済のあ り方
を決す るポ イン トをなす といわなければな らない。
以 ヒよ り・小稿で は,国 民経済 にとって,農 業を どの ように位置づ けるべ き
か一 必 要不 可欠の産業 と位置づけるかそれ ともそ う考える必要はない とみな
すべ きか について考察す ることを,課 題 とす る。
農業 を国民経 済の必要不 ロ∫欠の構成 部分 と して位 置づ けるべ きか,そ れ と
も,必 ず しもそ う考える必要 はない とすべ きか とい う問題 は,な に よりも,農
業の生産物 であ る食糧 を国内で基本的 に自給すべ きか,そ れ ともi外 国に依存
(輸入)し て もか まわない む しろそれが経済合理 的な観点 か らい ってのぞ
ま しい 一と考えるか とい うこ とと深 く関連す る問題であろ う。それゆえ,小
稿 では,こ の点 に焦点をあてて問題 を考える ことに しよう。
食糧は基本的 に国内で 自給 しなければな らない と考えるか,そ れ とも必ず し
もそ うす る必要はない と考えるか,こ の点 は,仮 に,米 も含めての農産物 自由
化が行われている ドで も一 今 日のWTO体 制の ドで も 日本農業が十分 な
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国際競争力 を もっているなら特 に問題 とな らないであろ う。あ るいは,そ うで
はな くとも,日 本農業 に国際競争力 を持 ち うるような展望 その ような経営
体へ の発展の展望が 与えられてい るとす るなら,あ えて論 じる必要はないこ と
であろう。 しか し,現 状 では,残 念なが ら,日 本農業 にその ような可能性 をみ
る ことはかな り困難であろう。 そこで,ま ず この点を知 るため に,農 業の現状
について,ご く大 ざっぱにで もみてお く必要があろ う。*41960年ごろか らの推
移 を若干の指標 につ いてみてお くことに しよう。
農家戸 数,就 業人口,耕 作面積 か らみてみ よう(表一1)。*」まず,農 家戸数
の推移 につ いて で あ るが,そ れ は,こ の40年 間で ほぼ半 減 して い る。 こ こ
表一1農 家,農 業就業人ロの推移(単 位:万戸(世帯),万人・万ha・%)
年 196 19Ei51970 1975 198〔} 1985 19yO 1995 1996 1997 194H 1x}99
農
家
総世帯数 2,0862,429
'709V1 3,2143,GO`L3,8134,1044,4114,5504,6164,fiH1
総農家数
専業農家数
第 種 兼業i
第=種 兼業"
中核農家
60fi
208
2〔}4
194
fl7
1ug
?OK
?37
534
H3
18工)
271
495
f?
126
3(1H
4f6
62
1U(}
309
438
F3
78
297
H7
383
59
53
271
fi2
344
:)
51
238
43
339
-一
334 329
一
324
-一
一
農
業
就
業
入
口
総人fi 9,4309,921 0,4fi711,19411、70G12,1051Z,3fil]2.55712,5861261712,fi49
農業就業人11 1,196 981 811 588 5()6 h44 392 327 321 315 3()K 385
基幹的従業者
うち60歳兼満
1,175
1.{)13
8y4
7`L5
705
562
489
370
413
298
368
235
313
162
278
109 一一
234
132
耕
地
耕地面積
うち田
うち畑
耕地利用率
607.1
:i38.1
269.O
t,33.y
60{).4
399.1
261.4
123.H
579.6
341.5
?38.1
且08謄9
5ri7.2
317.1
24(1.2
103.3
546.1
305.5
4り.6
]04.5
537.9
245.2
242.7
105.1
524.3
284.6
?:39.7
102.0
503.8
274.!"i
229.3
J7.7
499.4
272.4
226.9
195・8
494.9
270.1
224.8
95.3
490.5
267.9
222.6
94.1
4,866
Z,fiiy
2.07
(注)1.専業農家 とは,世 帯 員の うち兼業従業 者が1入 もいない農家である。
2.第1種 兼業農家 とは,世 帯 員の うち兼業従事者がi人 以Lで,農 業所得が農外所得 よ り多
い農家であ る。
3.第2種 兼 業農家 とは,世 帯 員の うち兼業従事者が1入 以1.で,農業所得 よ り農外所得が 多
い農家である。
4.基幹 的農業従事者 とは,自 家農業 に セとして従事 した世帯 員(農 業就業人口)の うち仕事
が一主の人である。
5.農家 数 お よび農業就 業 人[は,1980年以前 は総農 家,H5年以 降 は販 売農 家の数 値で あ
る。
6.経営耕地面積は総農家q985年 は旧定義 による)の 数値 である。
7.中核農家 とは,15歳以 ヒ60歳未満 の男 子農業 専従 者(年 間150日以 ヒ農 業に従 事す る者
がいる農家で ある。
8.1965年以 前には沖縄県 を含 まない、
(出所)農 林水 産省 『農林 業セ ンサ ス』,『耕地 および作付面積調査』,総務庁 『国勢調査』。
国民経済と農業83
で,と りわけ注 目され るのは,専 業農家数が大 きく減少 しているこ とであ る。
す なわ ち,そ れは,1960年の204万戸 か ら55万戸(1995年)へ と約4分 の1
へ と激減 しているのであ る。 また就業 人口の場 合 も1196万人(1960年)か ら
385万人(1999年)へ と同様 に激減 してい る(も っ とも,注 記 にある とお り,
調査 方法が異 なっているので,正 確 な比較 はで きないが)。そ して,耕 作面積
の場 合 も,607.1万ヘ ク ター ル(1960年)か ら486.1万ヘ ク タ ー ル(1999
年)へ と,こ れ も大 きく減少 している。耕地の利 用率 について も同様の傾 向が
み とめ られる。
表_____.が示す この ような推移 農家戸数,就 業人 口,耕 地面積 な どの急 減
表一2農 家経済の概況
1960年度 1965 X970 1975 1980 1985 1991) 1995 199
世帯員(人) 5.72 5.32 4.K8 9.57 4.40 4.34 4.27 4.21 4.ll
就業者数(人) z,87 2.70 '?.fi6 z.≫ 2.52 2.46 2.38 2.50 2.42
うち自家農業(人) ?.08 1.fi9 1.44 1.23 1.{)7 1.03 0.94 1.19 t.14
1仕堵待員の 白家農業1ヴタ働時…間(日f間) 3,?24 2,792 `1,5(}32,142 1,874 1,843 1,fi971,840 1,707
自家農業1総労働時間(時 …間) 3,971 2,987`?,6Fi12,z45 1,X49 1,926 1,779 1,941 t,1317
経営耕地面積(ha) (3.99 1.03 1.09 1.13 1.]K 1.2[i 1.33 1.7(} 1.77
農業固定資本額 〔下一円) 327.5 599.S1,174.21,511.3T,421.92,946.73,238.()4,〔)ti7.69,325.8
農裳所得(A) 219.2 365.1 :'iQH.U1,196.095'?.31,0fiS.1,1Fi3.11.44`L.11.246.,i
農業粗収人 352.7 638.8 9呂4.62,0HO.fi?.4?{1.92,896M.3,i101.13,791.43,705.3
農業経営費 133.5 273.fi47fi.6934.fi1,468.f,1.83].31,K39.02,:349.32,459.t}
農外所得(B) 192.! X95.fi885.2 ,268.43,5日2.94,437.05,43H.;5,452.y5,310.6
農家所得{C) 411.3 760.81,393.23,914.41,5互5.25,5(?'L.5f,6fll.56,895.06,556.9
年金 ・被贈等の収 人 31.6 7A.3 198.7 54fi.31,078.61,$1:3.4!17c}7.2L,D'L3.52,123.0
うち恩給年金等給付金 6.7 zr.7 46.6 `L?2.7 II513・61896・ 叩,2董9・6 1,4(}ti.41,534.9
うち農 業共済金 ・補助金
農家総所得{D)
可処分所得
家計費(E)
農家経済余剰
1.915.J
442・9い35.1
　
413・0[775d
368.41654.5i
44,6120.6↓
32.9
1,591.9
1,448.8
1,225.2
213.6
32.3
3,960.7
3,571.U
2,650.0
921.U
167,2、81.3181.887,7
1]
5,593.8・6,9]5。918,398.718,916.5
1}1
3:K15y42:1嬬:引1:lll:1…1:飛:1
873・2'・054・411・7'5・61L769・6
14L.0
8,fi80.1
7,?29.7
5,626.2
ユ6U3.5{
(A)(D)(%) 49,543.7 31書9 28.9 17.C1 15,413.8116.2
1
]4.4
{B)CC)E%1 4fi.752.U 63.5166.4
i
78.9 8・・6F82・4179.1 81.0
(注)1.世帯 員数は年度始めの数値である、,
2.恩給 年金等給付金 には退職金 を含む。
3.農家経済 調査は1991年度 におい て農業 経営 費等 の計 と範 囲 につ いて ・部 見直 しをお こ
なっている
4.1992年度以降は販売農家の数値である。
5.1994年度以 前は1農 家経 済調査』,95年度以 降は 『農 業経 営統 計 調査(農 業経 営動 向統
計)』の数値であ る、1
(出所)農 林水産省 『農家経 済調査』s『農家経営統計調査(農 業経営動 向統計)』
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を,わ れわれ は,一・面では,農 業にお ける生産力の発展の反映 ととらえる
ことがで きるが,し か し,そ れが,専 業 農家数の激減や耕作面積 の絶対減や耕
地利用率の低下 を含んでいることを考えるな ら,表 一一1に示 された数値 の推移
が しめす こ とは,日 本農業が,次 第にr弱 化」 していったとい うように とらえ
るべ きであろう。 この ように,表 一一1から,わ れわれは 日本農業 の弱化 の進展
をみたが,で は,農 家経 済(経 営)の 方 は,こ の 間,ど のように推移 してい っ
たのであろ うか。 表一2を みてみ よう。
表一2で,ま ず最初 に検討 しなければ な らないの は,「農家」が農業所得 に
よって,ど の程度 まで家計費 を充足 しえているのか とい うこ とであろ う。わが
国の農家 の うち,い ったい,何 パ ーセ ン トが(主 と して)農 業か らの収 入 に
よって生活 しえてい るのか とい うこ とである。 この点の推移(年 度間の比較)
は,各 年度 ごとに経営規模(耕 作面積)や 世帯員数な どが異なっているので,
むろん正確に知ることはで きない。 この点に留意 した ヒで,お お よその推移=
傾向についていえば,や は り大 き く低 ドしているといわなければならない。す
なわ ち,農 業 所得 に よる家計 費の 充足 率(A/E)は,1960年に は59.5%で
あったが,今n(1999年)で は,そ れ は,22.2%にす ぎな くなってい るので
あ る(な お,70年=41.5%,80年=24.2%であ る)。1960年には ・応,50%
台の水準 であ った ものが(そ して70年 において も40%台 の水準であ った もの
が),80年代以降大 きく低 ドして きたこ とがみて とれるわけである。 この点 と
関連 して,こ の間 における農家総所得 に しめ る農業所得の比率(A/D)を みて
みればrそ れは,1960年=49.5%,70年=31.9%,80年=17.0%であ り,今
日(1999年)ではた ったの14.4%である。 この間にお ける農家経済の農外所
得へ の依存 度の高ま りのほ どが知 られ よう。農家は,主 として農業 を営 む とい
う存在か ら,農 業 に もタッチする存在へ と変化 して しまった とさえいわなけれ
ばな らないほ どの変化 とい えよう(な お,農 業所得 に占める農外所得の割合 で
あ るB/Cは,60年=46.7%70年=63.5,80年=78.9%,99年=81.0%,と
なってい る)。農 家経 済の 農外収 入(所 得)へ の依存 度 の高 ま りが み て とれ
る。今,こ の点を補足する意味で,経 営規模別(経 営 面積別)の 家計費充足率
国民経済と農業85
表一3経 営規模別の農家経済 (1999年,販売 農 家)
世帯員数 農一業所得(A/ 農外所得
年金 ・被贈
等 の収入 農家総所得
家 計 費
(E)
農 家
経済余剰
A/E
(%)
'ド均
Y-J 1,161.75,41Q.72,123.88,696.25,645.4i604.2
経 O.:"iha満 3.75 231.96,212.12,365.5H,XO9.5,670.91586.3 4.1
営 」 U.5-1.0 3.78 443.95,804.82,291.68,539.75,562.0157.7 8.O
耕都 1.0～1.5 4.13 1,02{).K5,5Ei3.72,007.98,592.45,555.3]633. 1H.4
地府 1.5～2.0 4.42 1.55H.85,233.31,999.28,79玉層3 5,763.4 1589.ユ 27.[)
規県 2.0～3.0 4.5fi2,629.24,335.61,H56.KH,K21.Fi5,fi5(i.fi1755.9 4fi.5
模1
3,0～5.0
5.0～7.0
4.83
5.44
:3,23().1
4,28.3
3,794.0
3,759.K
1,795.4
1,780.3
8,8】9.i
9.79K.4
5,938.9
fi,!101,1
1333.5
2072.4
53.4
71.0
別 7.0～11).O 5.27 1,063.92,4fiL92,077.49,GO3.2h,127,11H54.7 82.6
10.Oha以f: 5.OQ6,583.41,848.92,72?.211,154.16,771.U2490.3X7.2
(出所〉 農林水産省 『農家経営統計調査(農 業経営動向統計)』より作成 、
を表一3で み てみれ ば一一1998年の場 合 につ い て,家 計 費充足 率 篇A/Eにつ
いてみれば,農 業所得 に よって家 計 費の50%以 上 を充足 し得 るの は3.0
--5.0ヘクター ル以 一ｺ!`.一営の農家であ る。 それが80%以 一hとなるのは,7.0-
10.0ヘクタール以上 に限 られ る。 しか し,わ が 国におい て5.0ヘクター ル以
上経営 の農家 は全農家(た だ し都府 県)の わずか1.5%に す ぎない 俵 一4)。
むろん,経 営耕地面積がその まま経営内容 を規定す るわけではなか ろうが,農
業が 土地 を最 重要の生産手段 としてい る以L,両 者の照応関係 は大 きい とみ な
表 一4経 営 耕 地 規 模 別 販 売 農 家 数
(者β犀理膳,1996向三1月1口 現でi三)
0.5ha未 満
0,5～1.O
l.0～1.5
1.5～2.0
2.02.5
2.5--3.0
3.0～5.0
5.Oha以 ヒ
合 計
農家数
(戸)
581,750
917,540
445,47Q
235,200
135,240
76,840
104,310
38,020
2,534,390
構 成比
(%)
23.0
36,2
17.6
9.3
J.
3.{)
4.1
1.5
100.o
(出所)農 林水産省統計情報部 『農業構造動態
調査報告書』、,
86 商 経 論 叢 第36巻 第4号
表 一5 国民経済における農業の地位
年 度 1960 1965 1970 197 1980 1985
国内総生産(10億円) 1fi,68133,7fi575,299152,36245,547324,290
うち農業総生産 1,493 2,284 3,131 5,854 6,007 7,517
シ ェア(%) 9.0 6.8 4.2 3.8 2.4 2.3
輸出総額(100万ドル) 4,055 $,452 19,318 55,753 129,807175,638
うち農産物輸出 167 156 370 373 905 7:32
シ ェ ア(%) 4.1 1.8 1.9 0.7 0.7 0.4
輸入総額(100万ドル) 4,491 8,ユ69 18,8H] 57,863140,528129,539
うち農産物輸出 X84 1,940 3,248 y,674 14,917 1460
シェア(%) 19.7 23.7 17.2 1G.7 10.6 ]1.3
総世帯数(千 戸) 20,8fiO24,290 27,093 32,14136,015 3$,133
うち農家戸数 6,057 5,665 5,392 4,95;3 4,661 4,3'IFi
シ ェ ア(%) ?9.0 23.:3 19.7 15.4 12.9 11.5
総 人[」(千 人) 94,302 99,209 104,665111,94{)117,060121,049
うち農家人口 34,41ユ 30,083 26,595 23,19721,336 19,298
シ ェ ア(%) 36.5 30.3 2J. 20.7 18.3 15.9
総就業 人口(一千人) 4.46 4,754 5,109 5,240 5,552 5,8五7
うち農業就業人[」 1ユ96 9H1 H11 588 506 444
シェア(%) 26.8 20.6 15.9 11.2 9.1 7.6
国内総 固定資本形成(10億円) 4,964 9,940 26,684 49,447 77,097 89,209
うち農業総固定資本形成 240 524 1,092 2,454 3,674 3,714
シェア(%) 4.8 5.3 4.1 5.0 4.8 4.2
一一般 会計 国家予算額(億 円) 17,652 37,447 82,131 2()S,37243fi.814532,229
うち農業関係予算 1,386 3,459 8,851 20,000 31,08027,174
シェ ア(%) 7.9 9.2 10.8 9.6 7.1 5.1
1990 1991 1992 1993 ユ994 1995 1996 1997 1998
438,816463,17471,882476,74647$,84ユ 4K9,249503,0fi8504,987497,256
7,701 7,4fi5 7,439 7,034 7,594 6,799 6,502 6,040
1.8 1.7 1.6 1.5 1.6 1.4 1.3 12 一 　
286,948314,525339,650360,911395,600422,937411,277420,931387,958
1,098 1,226 1,37ユ 1,476 1,583 1,706 1,548 1619 1,561
0.4 0.4 0.40.4 ().4 0.4 0.4 0.4 0.4
234,799236,737233,X21
{
24U,670274,742336,094349,568338,734i2$0,505
26,072
11.1
z7,340
11.5
29,552
12.7
30,39()
iz.s
36,237
13.2
39,3Hg
X1.7
40,410
11.6
37・028i33,990
11
10.9i12.1i
41,03fi
3,835
42,458
3,7S9
43,077
3,742
43,666
3,691
44,236
3,{i44
44,las
3,444
45.498i46,15714s,H12
3β8813,34413,291
9.3 8.9 s.7 8.5 H.Z 7.8 7.4 7.2
1
7.0
123,611123,587123,957124,323124,655125,570125,K64126,16612fi,486
17,296 17.0$313,423 13,10712,791 15,084 11,762 1],549111,308
14.0 13.8 10.$ 10.5 10.3 12.0 9.3 9,218.9
fi,2R{}
392
6,395
380
s,X37
375
fi,454
338
f,455
355
6,456F6,512
327;321
1
6,55716,495
…31引308
6.2 5.9 ). 5.2 5.2 5・1…4・914・8i __4.7
140,086143,924143,14139,232136,428
i
140,9441148,252143,403,131,627…
3,gas 3,887 4,273 5,038 4,675 5,214 4,8fi214,439一
2.8 2.7 3.a 3.6 3.4 3.7 3.3 3.1
696,5121 706,135714,89752,522734,305780,,340777,712785,332879,915
25,18H25,71&27,79830,38730,35734,23U30,91729,22f3`L,771
j3.6 3.fiI 3.9 4.(} 4.1
1
4.414.OI3.73.7
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(注)1.輸出及び輸 入は暦年であ る。 また,農 産物 は 羊毛,天 然 ゴム及び綿 を除 く・、
2.197〔〕年以 前は沖縄県 を含 まない。
3・国内総'鰺 及 び国 内総 固定躰 形成 の197・鞭 以降 は,改 、IL言†難 による.な お濃 業
総生産及 び農 糊 固定 資本形成 は 儂 業 喰 糧関連蝶 の経 濡 博/に よる、,
4・総 世帯 轍 び総 川 の1991-94及び96鞭 は翌 年3∫131日猫
,f也は1。lj1槻 在で
ある ヨ
5濃 家∫∫轍 び牒 川 の1991-94及び96鞭 は翌年1∫ll【1現在
.他 は糟 ・2月1日 現在
であ る、〕また,農 家人口の91～94及び96年度は,販 売農家 の人lIであ る、
6・ 般 会・掴 家 緯 額 及び牒 関係 ア算は胤 後であ り,88年度以 ド葦にはNTT分 を含むv
7・轍 入錨 につ いて は訟 劾{円 ベー スのため,ド ルベー スは尉 木水産省で講 した.な
お為 替 レHト は・]・8・79ド1レ陳 京外 国為 替醐 におけ る イ汐 一 バ ン殖 榊 心 相
場の 月中 単純 平均 の 年'1ξ均)で あ惹,
(踊)織 醗 剛 二r【司民繍 言胤 臓 省r躰 貿易統 a汁」,総掘 ・傍 動 調 乱r国 勢調
査』(lo月田 現 在)泊 治 省(r'住腿 本台帳 人腰 覧』 朋31槻 在)
,麟 水 産省 儂
林業セ ンサ 刈(2月U槻 在),r麟 餅 閥 連7の 経瀟 樽 』。
すべ きであ ろう。 この点,日 本農業の脆弱性 の大 きな根拠 として,わ が 国農業
がf零 細 ヒ地所有 罵零細経営 のそれである ことがやは り,指 摘 されなければな
らないであろう。
で は,こ の よ うな,わ が国農 業が,国 民 経済 全体 の 中 に占め る地位 は,今
日,ど の ような ものであろうか。 この点 を表一5で み てみ よう。国内総生産 に
占め る農 業生産 の比 率 をもって国民経 済 におけ る農 業の地位 の指標 とみ なせ
ば,今 日(1998年)それ は,わ ずか1.2%に過 ぎない。 この点か ら判 断す れ
ば,農 業の国民経済において もつ意義は,ネ グリジブルな ものである といわな
ければな らない ことになる。 したが って,農 業(農 家)経 済の多少の変動 は,
国民経済の動 向に対 して大 きな影響 は もた ない とい うようにみ なす ことも可能
となろう。 とすれば また,農 業 算農家経済の安定のために,例 えば農産物 の輸
入規制 を強化するこ となどによって,工 業生産物の輸出に悪影響 を及ぼすべ き
ではないとい う判断 も当然成 り疏ち うるであろ う。 この ように,今 日,農 業が
国民経 済において もつ意義はか な りネグリジブルな もの となっているが,し か
しiこ のような農業 も,1960年にはGNPの9 .0%という大 きな比 率 を占め て
いたの であ った。そ れが,70年には4.2%,80年には2.4%と い う ように落
ちこんで きたのである。 むろん,こ の ような農業生産 といえども,名 目上の絶
対額は増 大 している。だが,こ の間にお ける国民総生産は,す さまじい勢 いで
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表一6食 用総農水産物の自給率の推移
年度 19fi519751985199219931994199598(概算)
一
、-E
要
農
水
産
物
の
自
給
率
米
小麦
豆類
野菜
果実
鶏卵
牛乳 ・乳製品
肉類
砂糖類
魚介類
95
28
25
100
90
100
8b
90
31
109
110
4
9
99
84
97
81
77
15
102
107
14
8
95
77
98
85
81
33
9f
101
12
6
90
59
97
81
165
35
83
75
1U
4
88
53
9f
80
64
33
76
120
9
5
86
47
96
72
60
29
70
103
7
5
85
49
96
72
57
35
75
95
9
5
84
49
9s
l
J
32
6.6
供給熱量泊給率 73 54 52 46 37 46 42 40
主食用穀物自給率 80 69 69 ss 50 74 64 59
参
考
穀物(食用+飼 料用)自給率 s2 40 31 29 22 33 30 27
飼料自給率 55 341 27 26 24二L 25 26i 25
(注)1.各自給率の算出は次式による。
[YIZC、H別(セ食用穀物,穀物)自 給率e国 内生産量 国内消費仕向量×100(重縫ベース)
供給熱量自給率=国 内供給熱量 国内総供給熱量xlOO(熱量ベース)
ただし,畜産物については,飼料の自給率を考慮 して算出 した.
2.1993年度は,未曾有の例外による異常年である、,
3.飼糊 給率は,飼 料ll澱物 牧転 どを・r消化養分総 量(TDN)に換算 して算出し削1
給率(純 国内産飼料自糸合率)で ある
4.魚介類は,飼肥料向けを含む、
(出所)農 林水産省 『食料需給表』,「飼料便覧』、.
の び て き た(1960年 を 基 準 と し て み れ ば,農 業 が1970年 は60年 の2・1倍 ・
1980年=4.0倍,1990年=5.2倍,1998年=4.4倍 で あ る の に 対 して,国 民 総
生 産 は1970年=4.5倍,1980年=14.7倍,1990年=26・3倍 ・1998年=30・3
倍 とい う の び で あ る)。
最 後 に,農 業 が 国 民 生 活 に 対 して もつ も っ と も 重 要 な 役 割 りで あ る 国 民 食 糧
の 供 給 に つ い て み て み よ う(-b)。 こ の 点 を 供 給 熱 量 自 給 率 で み て み れ
ば,1998年 の そ れ は わ ず か40%で あ る。 こ の 点,1960年 代(=65年)に は
70%台 の 水 準 で あ っ た の だ か ら,こ の 間 の 自給 率 の 低 下 は,お ど ろ く ほ ど の
低 下 で あ る とい わ な け れ ば な ら な い 。 な お,こ こ で 注 目 され る の は,・ 応 自給
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表一一7主要生産物の輸入動向
1ノ
年 度 160 196 1970 1975 1980 195 ユ990 199(1
穀類 4,5f)OlU,91()15,80319,42225,057z7,ll)827,78528,365
うち小麦 2,6Gfl3,532 4,621 5,715 5,564 7,194 5,;3075,9D7
うちとうもろこ し 1,514 3,558 5,647 7,56813,X3114,44916,07416,258
～託類 1,IHl 2,U6[}3,46i 3,588 4,705 5,XO2 4,977 5,191
野菜 16 42 98 2ti() 495 X66 1,551 2,464
果実 118 573 1,186 1,387 1,539 1,904 2,978 4,386
肉類 41 1?1 220 7:31 738 K52 1.45 2,542
うち'ト肉 fi 11 33 91 172 2251549873
うち豚 肉
牛乳 ・乳製品
fi
237
U
50Fi
17
561
208
1,016
207
L4]11遇㌧欝 9623,X18
(単位:千 ・ト ン)
(注)Ff+乳・乳製品は 牛乳 換算 した価 であるC,
(出所}農 林水産省 『食料 需給 表』。
を達成 して いる と 般 に考 え られ て い る童 食e米 の 自給 率が 実 は98年 には
95%になっている とい うことである。小麦や豆類 な どはす でに1975年の時点
で1ケ タ台に低 落 してお り,飼 料 自給率 も今 日(98年)25%に 過 ぎない とい
う状況の ドで,k食 である米の 自給率が100%を 切 ったこ との意味 は大 きいで
あろ う。に もかかわ らず 大幅な減反が行われてい るのは周知の とお りである。
WTO体 制下での米輸入 自由化=関 税化 の 「で,関 税 率の低 ドにつれ て,農 業
と米生産が どうなってい くかが心 配 され るところである。 ・・
確か に,食 糧 自給 率の低 ドは,こ の何 十年間かの国民 の食塗活の変化一 食
生活水準のL昇 一一一によるところ も大 きいであ ろう。 しか し,こ の間に 日本農
業がそれ に対応 した展開 をして こなかったこともまた 事実 であ ろう。 そ して,
この間の農産物輸入の急増 をみれば,い かなる仕方で国民の食生活が変化 して
きたかが わか るであろ う。 この間 における食糧輸入 のあ りさまは表一7に 示 さ
れ る とお りであ る。 この 間の急増 ぶ りが みて とれ よ う(穀 物 を例 に とれ ば,
1960=4・500(下う トンであった ものが,1996年には28.365(千)トンとなっ
ている。す なわ ち,6.3倍の増加である、,なお,農 産物 の輸 人総額 につ いてい
えばy1998年のそれは1980年の実 に41.9倍に達する)。
以上・ ご くラフにではあるが,日 本農業 の現状 を お よそ1960年ごろか
ら今 日までの推移 を一 一みた。 この間 における農業の衰退,国 民経済 における
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地位の低 下,国 民経済への寄与 度(自 給率 な ど)の 低rを いわなければならな
いだ ろう。農業 は,今 や,国 民経済に とって,あ って もな くて もよい ような存
在 になって しまった といわなければ ならない ほ どの低 「である。だが,こ の よ
うな 日本 農業 は今 日の生産力 の水準 を考 えた時,ま た,こ の 間の推 移 をみ る
時,上 の ような状況 を脱 してい くこと,規 模 の拡大 な どによ り今 日の生産力水
準 にふ さわ しい合理的な形態の蘇 へ とr燃 に」発展 してい くとい うような
期待 を抱 かせ るとはいえない ように思 われ る。 しか し,そ うだ とすれば,国 内
に農業 を もたない ような国民経済 を考 える方が合理 的な考え方 とい うこ とにな
るのだろ うか。WTO体 制 下にあ って,ボ ー ダレス化す る世 界経済 の下 でe食
糧 を大 き く外 国に依存す ること,わ が国は農業以外の 「効率」の よい産業に力
をそそ ぐこ とが合理的な選択 とい うこ とになるのだろ うか。 それ とも・全国民
的な合意の下で,農 業 を国民経済の重要 な柱 の 一・つ とする国民経済の形 成を展
望すべ きであろ うか。*7この点の考察が必要であろ う。
rで みた とお り,今 日農業が 日本経 済において もつ意義 は(GDPを 仮 にそ
の指標 とみ なせば),か な りネグ リジブルな もので あった。 また,国 民食糧の
供給 とい う点 について も同様であった。その,,こ の ような農業が国際競争 力
を もつ ような農業へ と発展 してい くことはほ とん ど絶望 的なことのように も思
われた。 しか し,た とえ農業 の 日本経済 と国民経済 において もつ地位(意 義)
が どの ようなものであ るに しろ,農 業の生産物=食 糧が国民生活 にとって不可
欠の生 産物 一日た りとも無 しで は済 ませ ない生産物 であ るこ とには
間違 いはない。が,今 のべた とお り,今 日の農業 の状態か らすれば,日 本農業
によって必要 な農産物 をすべて まか な うことは,著 しく困難な ことの ようにみ
える。今 日のWTO体 制下にあっては,ほ とん ど不 可能 なこ との ように思われ
るO
ところで,わ れわれは小稿では国民経済 と国民生活 において もつ農業 の意義
について,何 よりも国民の食糧 を どの ように確保す るのか とい う観点か ら問題
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に しなければな らない と考 えてい るわけだが,む ろん,農 業の国民生活にお い
てはたす役割 りe意 義 は国民食糧 の生産e供 給 に限 られているわけではない。
農業の意義=機 能を ご く大 ざっぱに分ければ食糧生産 とい う意義 二機能 とその
他の意義 篇機能(い わゆる農業の多面的機能)に 整理 で きるであ ろ う。*呂『食
料,農 業,農 村 白書』(等)に お いて も,こ の点 につ い て は,「食料 の安 全 保
障」 としての機能 と農業 の はたす 「多 面的機 能」 とい うよ うに分 け られて い
る。そ して,多 面的 機能 につ いては 「国土 の安全保 障」 や 「水源 のか ん 養機
能」,「自然環境の保全機能」,「良好 な景観の形成機能」,「文化の伝承機能」等
が あげ られている。 この他,農 業が地域経 済にお いて もつ意義 も重要 な もの と
してあげ られよう。 いずれ も重要な機能で ある といえ よう。
この ように農業 には食糧生産=供 給以外 にもい くつ もの重要 な機能が あるわ
けだが・それに もかかわ らず,何 故われわれは,国 民 食糧 の確保 とい うことに
重点 をおいて考察 しようとするのであ ろうか。それは,食 糧生産e供 給以外の
機能 も重要 な機能であ ることに間違 いはないが,そ れ らのいわゆる多面的機能
が,農 業とは 一応別の諸政策一環境政策や 土木 ・建設政策,あ るいは,文 化政
策 な どの諸政策 によって も追求 されることが 出来るのに対 して,食 糧生産は,
農業に固有の機能 と考え られるか らである。 この ようなわけで,小 稿では,少
し形式的 な処理 の仕方 とも思 えるが,食 糧 とい う国民生活 に とって一 日も無 し
で済 ます ことので きない機能 に焦点 をあてて考察す ることにす るわけであ る。
さて,こ の ように}農 業が国民経済 にお いて もつ最大の意義,果 たす機能 を
国民 食糧の生産;供 給 とい う点で とらえる とすれば,何 よ りも問題 とされなけ
ればな らないのは,国 民 食糧 を国内農業 によって確保e自 給すべ きか どうか と
い うことであろう。 国内農業 によって基本的 に自給 しなければな らないのか
,
そ うす る必要はないのか,と い うことを明 らかにす るこ とであろ う。 この点 を
理論的 に納 得い く形で説 明す ることが農業の国民経済 において もつ意義 を明 ら
かにす ることになるであろ う。そ こで まず,食 糧 自給論 についての …般的 な見
解 をみてみ よう。*i)
食糧 自給論 は 「国民 国家 の存在 を前提 におい た食糧 自給 論」 と 「途 上国の
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人々や将来の世代の福祉 に思いを寄せる食糧自給論」の 「2つの流れに」整理
できる。前者の自給論は 「食糧の安全保障」 という観点からの ものである。す
なわち,「何 らかの理由で海外か らの食糧供給の途が絶たれた異常な事態」に
対 しての 「一種の保険」である。これに対 して後者の自給論は 「需要が逼迫す
る」 もとで 「日本が財力にまかせて食糧を輸入することは人道上おおいに問題
である」 といった観点からの ものである(い わゆる 「先進国」が食糧の輸入を
増大させれば,食 料価格の上昇などにより途上国は食糧を入手で きなくなるか
ら,そ れを避けるためには,日 本等先進国は自給率を高めなければならないと
いうものである)。
食糧 自給論は,般 的には,お よそ以Lの ように整理 してよいであろう。 し
かし,こ のような自給論に対 して,食 糧 自給 を国民主権の行使にかかわる問題
として とらえるべ きだ という見解 も存する。細 では,食 糧 自給 という問題は
どのように考えるべ き問題であろうか。
四
上でのべた ように,わ れわれは農業の最 大の意義=機 能は,や は り,国 民食
糧 の生産=供 給 とい う点 にあ ると考える。だが食糧 の供給についていえば・そ
れは国内農業 によってだけで な く,外 国農業に よって も(輸 入に よって も)可
能である。 それゆえ,問 題は国民の食糧 を基本的に国内農業で確保すべ きか,
それ とも外 国に依存 した方が よいのか,そ の どちらを選択すべ きか とい うよう
に立て られ ることになる。そ して,前 者を是 とす る場合の最大 の根拠 は 「食糧
の安定 した確保」,いわ ゆる 「食糧安保」 という点 に求 め られるで あろ うし,
後者の場 合のそれは効率 とい う点 に求め られ るであろう(国 内農業 によるよ り
も輸 入等 に よった 方が効 率的で あ る とい う点 に求 め られ るであ ろ う)。この
点,「一一」 において問題設定 した ところであ る。 しか し,国 内農業 に依 るべ き
か,そ れ とも外 国農業 に依 った方が よいか一 食糧安保の観点に立つべ きか,
それ とも効率 を基準 に考えるべ きか とい う,こ の く対立〉 は,同 一一次元 での対
立ではない。 それゆえ,ど ち らをとるべ きか を決す るこ とは不可 能であるとい
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わなければな らない。 食糧安全保 障の観点 か らいえば,外 国 鶏輸入に依存す る
よ り,国 内農業に よって食糧 を確保す る方が よいに決 まっている し,効 率の観
点 に立 てば,安 い食糧 によった場 合 と高 い価格 の食糧 に依 った場合3ど ち らが
経 済上好 ま しいか と問 われ るな ら,む ろん,前 者が よい と答 えるほか なか ろ
う。 しか し,食 糧の安定確保 と効率 とどち らの観点 を優先 させ なければ ならな
いか とい う問いには,両 者は レベ ルの異 なる問題であ る以上,解 答不可能 とい
わなければ ならない。 しか し,現 実 には,こ の どち らかを選択 しなければな ら
ないのだか ら,問 題 をこの ように解答不可能 な形で提起 してはな らないわけだ
ろ う。 したが って,わ れわれは解答 可能 な形で問題 を設定 し直 さなければな ら
ない。 あ らか じめ明 らかな ところか ら問題に接近す ることに しよう。
この問題に関 して,ま ず明 らかなのは,効 率が よかろ うが悪かろ うが食糧 は
確保 されなければな らない とい うこ とであ る,,したが ってfこ の点 をふ まえ
て,わ れわれは次の ような問題 を設定す ることにす る。その 一つは,一 応,食
糧 を外 国に(輸 人等 によって)依 拠す ると仮定 した時 今 日,わ が国の食糧
自給 率が40%で ある とい うことを考えれば,妥 当な仮定 であろ う一 国民経
済が どうなってい くか とい う問題であ り,今 一つ は}そ の場合 に前提 となる食
糧の外 国依存一一 輸入等 に よる確保 は,ど の ような根拠 に基づいて想定 され う
るのか とい う問題である。
前 者か ら検討 してみ よ う。食糧 を国内農業 によって確保 する よ りも,外 国農
業に依拠す る方が経済効率 のLか らいってのぞ ましい とす る見解 は,農 業 を育
成す るよ りも,有 利 な産 業の方 を発展 させ る ことが国民経済 上のぞ ましい とい
う考えに通ず る。 したが って,こ れは 〈市場経済一一 効率一一一価値〉 を基準 に
して国民経済のあ り方 を考えるべ きだ とい う見解 になる。 しか し,こ の見解の
前提 はfど の ような商品=生 産物 で も対価 さえ支払 うことがで きれば手 に入れ
るこ とが 可能 だとい うこ とである。 また,ど んな商品 驚生産物 で も競争力が あ
り,「安 くて よい もの」であれ ば,販 売 可能(輸 出 も可 能)だ とい うことであ
ろっ。 では,こ の ような前提 に基づ いての国民経済の発展 は,ど の ようになっ
てい くであろ うか。 どの ような必然性 を もつであろうか。い うまで もな く,有
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利 な産業 をます ます発展 させ,そ うではない産業 を一層衰退化 させてい く方向
に展 開 してい くであろ う。そ して,そ の ような展 開の行 きつ く先は(そ の極 限
は),ご く少数の世界的 な競争力 を もつ産業のみが生 き残 り,他 の産業は消 え
てい くとい うことで あろう。効率=価 値 を基準 とす る展 開には,こ う した方向
を必至 とす る 「力」 が作用す る とい えよう。 したが って,国 民経済 は,そ の産
業構 成の面 では,単 純化(二 脆弱化)し ていか ざるをえない。そ して,そ の こ
とは,国 民経済が独立 した経済 単位 としての意義 を次第に失 ってい くことを意
味す る。国民経済は世界経済 の単 なる 構 成部分一 一自立性 を持 たない 単な
る部分へ と転化 してい くことを意味す る。(自立 した 単位 は世 界経済 とい うこ
とになる)。*llそれゆえ,効 率優先の観点を是 とす る見解 は,こ の ような方 向
への国民経済の推移 を是 と して容認す る面を持 たざるをえないであろう。 われ
われの問題 に立 ちかえっていえば,食 糧 を外国農業に依存す る とい う選択 は,
国民経 済 の 「単 純化」,世界経 済 の 単 なる 「部分化」へ の転化 を容 認 す る こ
と,む しろ,そ れを望 ま しい とする見解 に通ず る選択 といえよう。 この ような
選択 に際 して,考 えなければな らないのは,圧 倒的多数の国民が,当 面 む
しろか な りの長期間 国民 国家 とい う枠内で生活せ ざるをえないだろうとい
う点 とのかかわ りにつ いてである。国民国家の枠 内で 「仕事」 を確保 し,生 活
していか なければな らない とい うこととのかか わ りにつ いてである。 国民経 済
の単純化,自 立性 の喪失,世 界経済の 単なる 一構成部分への転化 と,こ の こと
とが両立 しうるのか どうか とい う問題につ いてである。国民経済の単純化 は世
界市場での経済変動 に対 して抵抗 力 を弱 めてい くことにな るだろ う し,「基軸
産業」 に対す る強力 な競争相手=国 が登場 すれ ば,国 民経済 と国民生活 は大 き
な困難に陥れ られ るこ とにな らざるをえない だろ うか らで ある。(多数の産 業
をもってい る国民経 済の方が抵抗 力=対 応力が ある といえ よう)。ボー ダレス
経済 の不可避性,あ るいは今 日の生産力の要請 とい うこ とで,こ の点 を考慮外
にお くことはで きないだろ うとわれわれ は考 える。
次 に第.二の論点に移 ろう。Lの ような効率基準 による国民経 済の編成,す な
わち,効 率 の悪い農業一 農産物=国 民 食糧 を外国に依存で きる とい う前提 は,
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いったい どの ような根拠 に基づ いて 可能 となってい るのだろ うか。
国民食糧 の圧倒 的部分 を外 国(農 業)に 依拠 で きる とい う前提 は,明 らか
に,国 家 間の深刻 な対 立は存在 しない とい う仮 定の下でのみ可能 な前提 であろ
う。 したが って,た とえば20世 紀前半の いわゆる 「帝 国主義」 の時代 列
強が 対 立している時代 には不可能 な前提であ ろう。 その ような状況の下 で
は,経 済効率が よか ろ うが悪かろ うが,国 内での食糧生産e確 保 は絶対に果た
され なけれ ばならないことであ ろう。 それ は選択の問題ではな く至上命令であ
ろう。それ は,国 民の生存,国 家的 自立(独 立)の 前提条件 だか らである。 と
すれば,外 国か ら食糧=農 産物 を(対 価 さえ支払えば)購 入で きる とい う仮定
は,今 日現在,諸 国家間 には,か つての帝 国主義時代の ような対 立は存在 しな
い一 少な くとも深刻 なそれは存在 しない一 とい うことを意味する ことにな
る。 だが,現 実 には,無 論,今 日にお いて も世 界中いたる所で国家間の対立,
「民族」 間の対立は存在 してい る。では,こ の よ うな現実 に もかか わ らずsそ
れが存在 しないかの ように仮定 しうるのは,何 故か。それは,自 らはその対立
にま きこまれ ることはない とい う認識 に よるのでなければな らないだろ う。安
全で大 きな傘の中に人 っているが故 に,安 全 であるとい う認識 によるのでなけ
ればな らないだろう。端的 にいって,そ れは,日 本がパ クス ・ア メリカーナの
ドにある とい うことに よろ う。 この よ うな現 実=前 提 が あ って こそ,は じめ
て,効 率 を基準 とす る経 済編成 を問題 に しうるわけだろう。 この ような傘の 下
で食糧の購 入 鞘確保が 可能であ ると考 える根拠 は,戦 後 これまでのわが国の食
糧確保の仕 方,わ が国の選んだそれ あるいはむ しろ,そ の ように 「強制」
されて きたそれ によろう。 アメ リカ(を は じめ とす るい くつかの国々)か
らの大量の農産物e食 糧 の長期 にわたる輸入 とい う実績 壽現実 こそが,こ の よ
うな前提 を口r能にす る根拠 をな しているとみなすべ きであろ う。戦後長期 にわ
たるこの ような 「実績」 こそが食糧輸入はいつで も可能であ ると想定 させ えた
根拠であろ う。 この ような前提 にたって,は じめて,経 済効率上す ぐれた産業
の生産物 を輸出 し,効 率の悪 い ものは輸入す る一一 前者の産業 を育成 し,後 者
の産業 は衰退す るにまかせ る とい う経済編成 を考 えることがで きるわけで
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あろ う。 したがって,こ れは,日 米同盟(従 属)を 前提 に しては じめて可能 と
なる ことだ といわなけれ ばならない。 とすれば,食 糧=農 産物の外 国へ の大幅
な依存 は,単 なる効率の問題 として考 えるべ きではない とい うこ とになろう。
政治的 ・経済的 な 自立 の問題 として,「ノー といえる 日本」であ りうるか どう
か とかかわる問題 として考えるべ きことであ ろう。 この点か ら考えれ ば,食 糧
(をは じめ とす る重要生産物)を 確保す る こと,そ の ための産業の保持 ・育 成
を全国民的合意の下 で進 め る ことがや は り必要 と思 われ る。 それは,経 済 の
ボー ダレス化,今 日の生産力の発展 水準の下 にあって も追求 されるべ きことで
あろ う。
今 日の 日本経済の困難が,根 本的にはいわば戦後型再生産のあ り方に よって
規定づけ られている とすれば,当 然,そ の克服 を考えるに際 しては,再 生 産の
あ り方その ものが検討の対象 とな らなければな らないであろ う。そ して,そ の
場合の重要論点 をなすのは,農 業一 国民 食糧の生産=供 給 にたず さわる産業
一 を国民経 済の中にどう位置づけるか とい うこ とであろう。 なぜ なら,日 本
農業が,食 糧 とい う国民生活 に とって最重要の生産物の生産 にたず さわる産業
であ りなが ら,経 済 「効率」 とい う面では,か な り否定的に評価せ ざるをえな
いか らであ る。 この点,経 済効率 価値基準 で問題 を考えるときには,
農産物 は外国に依拠す るのが合理的 といえ よう。だが,PoliticalEconomyの
観点か らすれば,問 われ なけれ ばならないのは,こ の ように問題 を効率=価 値
基準で論ず ることが出来 るための前提=条 件 は何か,と い うことでなければな
らないだろう。効率e価 値基準 の観点か らのみ その場 合,生 産力の今 日の
水準が経済のあ り方を規 定す る 重要条件 とされ ようが 課題 に接近す るのは
現実の正 しい分析 方法た りえない とわれわれは考 える。
*1こ の点,拙 稿,『 再生 産論 と現 状分析 』,白桃 書房,1999年,参照。
*2な お,念 の ため に いえ ば,こ こで は,日 本 資本 主義 の 経済 基軸 をなす 産 業 を,
1部 門 罵重化 学1二業iとい って い るわ け で あ るが,こ の 「重化 学n業 」 は,1960年
代以 来,同 ・の産 業か ら構成 されて きたわ けではむ ろん ない。 輸 出の中心 となる産
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業 も,鉄 鋼 業か ら 鉄鋼 その ま まの輸 出か ら一 一次 第に よ り高度 な産 業へ と推 移
して い っ た の は い う まで もな い。(例 え ば,家 電 や 自動 車 な どへ)。1980年代 に
は,こ れ ら産 業にお けるME化 の 進展 をみ,国 際 競 争 力 は 圧 倒 的 に 強化 され た。
それ ゆ え,厳 密 にい えば,1960年代 以 降の 全過 程 にお いて,経 済 基 軸 を なす 産 業
を 重化 学ll業と して ・括 す るの は不 適切 な く く り方 とい うべ きか も知 れ な い。 ま
た,再 生 産の パ ター ンにつ い て も,こ れ ら生産物 の輸 出 を 重要契機 並軸 とす る再 生
産 とい うと らえ方 も最 適 な と らえ方 とはい えないか も知 れな いrな ぜ な ら,日 本 資
1:は 生産物 の輸J1だけ で はな く,い わ ゆる現 地 生産 を も次 第に増 大させ てい っ
たか らで ある(も っ とも,現 地 生産 の増 大 は,そ れ 自体t戦 後型 パ ター ンの解 体現
象の ・つ とみ なす こ ともで きよ う)。この ような 限定つ きで使 用 して いる こ とをの
べ てお こ う、
*3な お いえば,中 国 等 「社 会 セ義」 国 にお け るrf∫場 経 済化 の 進展 も付 け加 え られ
るであ ろ う,
*4こ の点 につ いて は,さ しあ た り,拙 稿 「90年代 にお け る 日本 農 業 の状 態」 「現
代 日本 産 業 の 構 造 と動 態』,産 業 構 造 研 究 会 編,新 日本 出 版 社 ,2000年・ 「補
論」,参照1,
*5小 稿 で の 統 計 数値 は,特 に こ とわ りの な い 限 り,『食料 ・農 業 ・農村 白書 』の
『附属統 計表』(各年度)に よった。
*6こ の 点Tさ しあ た り,『WO体 制 ドの コ メと食糧 』,食 糧 政 策研 究 会 編,日 本
経 済評 論社,1999年,河相 ・成 『恐 るべ き 「輸 入米」 戦略』,合同lil版,2000年,
参照,
*7こ の点 とのか かわ りで,今 日に至 る まで の農 業 に対す る諸 「援 助」 の性 格 を ど
の ように考え るか とい う問 題があ る。 それが,農 業を産業 と して 自 、Z凱発展 させ る
た めの ものなの か,そ れ とも,い わば体制 の爆 累 としての 「単なる所有 」維持 の た
め の もの なの か をみ きわめ る こ とが必 要で あ ろ うr,この点 を 考 える 手が か りと し
て,農 地改 革=の設 計i三任 を務 めた とされ る ラデ ジンスキー にふれ た保志拘氏 のisを
引用 してお こ う。
「彼(ラ デ ジ ンスキー)は きわ めて 率 直 に農地 改 革の狙 い を語 っ てい るの でそ れ
を引用 してお こ う。 日本 の農地 改 革 の動 機 と して 曰 く。 『農 業不安 が 共産 主三義 勢 力
の源 泉 とな る危 険性 と戦後 の 日本農村が一一 日本 の全体 と同 じ く 一共産 一k義浸 透
の肥 沃 な ト壌 にな ってい る とい う確 信で あ った.政 治的 に共産 党 に対 して 先 手を打
つ 着想 は魅 力的 で もあ り,不 可避 的で もあ った。』農 地改 革 の 成果 と して期 待 した
もの は,新 しい指 導勢 力が完 全 に 占い もの と とっ て代 わ る こ とでは な く 『社 会の{:
和 と安 定』 であ り,共 産党 を敗 者た ら しめ るこ とで あ る。 この狙 いか ら伺 える こ と
は,地iモ制 を基本 的 に解 体 させ て も,農 村 の保守 的勢 力 を ・層 しよう とは 考えて い
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な か っ た』 と い う こ とで あ る。」(保 志 拘,『現 代 農 業 問 題 論 究』,お 茶 の 水 書
房,2000年,214頁)。
*8い う まで もな く,こ れ は,『食 糧 ・農業 ・農村 基本法』(いわ ゆる 「新基 本法」)
でか かげ られて いる ところの もの であ る。
*9こ こで は,生 源 寺真 一氏 の整 理 に従 った。本 文 中の 引用 は氏 の 『現代 農 業政 策
の経 済分 析 』東 大 出 版 会,1998年か らの もの で あ る(い ちい ち 頁 数 は 記 さ ない
が,序 章 「食料 自給 と国民 国家 」か らの ものであ る)。
*10こ の点,例 えば,次 の よ うに 主張 され てい る ところであ る。
「国民 食糧 な る概 念」 は,「国民主権 の行 使 を果たす 対象体 と して把 握す る必 要が
あ る… … したが って,国 民 食糧の確 保 は,国 家 ・政府 が 果たすべ き責任 の 構 成 部
分 となる。 しか も同時 に,自 国の国民 豆権 を確 認 して 弼長す るこ とは,他 民族 ・他
国民 の生存す る自 主自 立のt権 を無 条件 に認め る ことにつ なが るわ けなの で,当 然
に して諸民 族 ・諸 国民が 自i三的 に 自1/-1j_する 豆権,し たが って,そ れ ぞれ の国民食糧
を確 保す る権利 を固有 の もの と して承 認すべ きなの であ る。 この権 利 を食糧 主維 と
呼 ぶ こ とがで きるで あ ろ う。」(宮村 光 重 ・ 「生協 と米 ・食料問題一 農基 法改 訂の論
点か ら一 」,前掲 「WTO体制 ドの コ メと食糧 』 第六 章・135頁∂
なお,1司じく,河 相 一成 前掲 書で もこの点が ヒ張 されて いる。 この他,田 代洋 一
『食糧 主権 一:一 世紀 の 農政 課 題』,【1本経 済 評論社,1998年も参照。
この ような 「食糧安 全保 障論」一 一 「食糧 自給」 をまっ こうか ら否定 す る見解 も
存す る。 そ の極端 な例 と して は小 笠原 祐氏 の},張が あげ られ る。氏 は,「日本 の食
糧安 全保障 論 は世界 に通 用」せ ず,そ れ を1モ張す るのは 「空 想的農 本1義 であ る」
と断 じて い る。(小笠 原祐,「新 農業 基本 法批 判」1999年『七地 制 度 史学 会秋 季学
術 大会報 告 要旨』26頁)。
*11も と もとあ らゆ る生産物 を 自国 内で生産 で きる よ うな国民経 済,自 己完結 した
国民経 済 はあ りえな い とい う ことか らすれ ば,国 民 経済 が世 界経済の 構 成 部分 で
あ る こ とは 自明 の こ とであ るが,こ こで 「1なる部分」 とい うい い方で強 調 したの
は,世 界経 済 に対す る国民経 済 のかか わ り方に関連 しての ことで あ る。す なわち,
世界経 済一一 世 界 市場一 一に対 して,い や応 な しに まきこ まれ るか,主 体性 を もっ
てかか わ れるか,と い うこ とであ る。 後者 であ るため には,で きるだけ豊富 な産 業
を国内 に持 って い なければ な らない とわ れわれ は 考えるわ けであ る。 なお,こ の点
とかか わって,世 界経 済の 当面の理 想的 なあ り方 は,一定 程 度 自立 した 国民 経済 の
結 合体=協 力体 だ と考 える。 ノッペ ラボー な 単 ・体 がのぞ ま しい とは 考え ない。
